
教育改革の状況
これまでの教育改革の取組状況について、事前に設定した基準を「申請要件」とする
・アドミッションポリシー等の設定、活用 ・シラバスの充実（内容まで評価）
・単位の過剰登録の防止 ・全学でのGPAの充実（利活用まで評価） 等

テーマⅠ

アクティブ・ラーニング

学生の能動的な活動を取り入
れた教授・学習法の実施

テーマⅢ

入試改革・高大接続

・志願者の能力・意欲・適性等を
多面的・総合的に評価する入学
者選抜方法の開発・実施
・高等学校と大学教育の連携

テーマⅡ

学修成果の可視化

各種指標を用いて学修成果の
可視化を行い、その結果を基
に教育内容・方法等を改善

○大学等（大学、短大、高専）は、各テーマに合致したプロジェクトを申請（１大学１申請）
○文科省は、各テーマ毎の評価指標を事前に設定（それ以外に、各大学個別の評価指標の設定も必
ず行う）

○客観的な指標を用いて効果を明確にし、成果が見られなければ補助金の減額等を実施
○支援期間は最長５年間（ただし、４年目・５年目は補助金を当初予算の１／３ずつ逓減し、補助期間
終了後のソフトランディングを促す）

大学全体として

これからの改革
の方向性を提示

個別学部・学科の

改革プロジェクト
を申請

改革の方向性とプロ
ジェクトの位置付け、
重要性を明示した上で

支援
部分
【2階】

大学自ら
で改革
【1階】

背景 ・社会において求められる人材は高度化・多様化しており、大学は待ったなしで改革に取り組み、若者の能力を最大限に

伸ばし、社会の期待に応える必要がある

課題発見・探求能力、実行力といった「社会人基礎力」や「基礎的汎用的能力」などの社会人として必要な能力を有する人材を育成する
ため、大学は教育内容を充実し、学生が徹底して学ぶことのできる環境を整備する必要

平成２６年度予算額 １０億円【新規】

「これからの大学教育等の在り方について」（教育再生実行会議 第三次提言 平成２５年５月２８日）

・教育方法の質的転換（学生の能動的な活動を取り入れた授業や学習法（アクティブ・ラーニング）、双方向の授業展開など）
・全学的教学マネジメントの改善（学生の学修時間の確保・増加、学修成果の可視化、教育課程の体系化、組織的教育の確
立など） → 国はこうした取組を行う大学を重点的に支援

「高等学校教育と大学教育との接続・大学入学者選抜の在り方について」（教育再生実行会議 第四次提言 平成２５年１０月３１日）

・多面的・総合的に評価・判定する大学入学者選抜への転換 →国は、メリハリある財政支援により大学を積極的に支援

国として進める
改革の方向性

大学教育再生加速プログラム（Acceleration Program for University Education Rebuiｌding : AP)

20,000千円×8件 20,000千円×8件 （入試改革）20,000千円×8件
（高大接続）18,000千円×4件（複合型）28,000千円×16件


